
 

 

平成２８年第１回別府市議会定例会 

議案（条例・その他）の概要 
 

 

 

議第１８号 別府市行政不服審査会条例の制定について  

議第１９号 別府市個人情報保護条例及び別府市情報公開条例の一部改正につい

て  

議第２０号 別府市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について  

議第２１号 別府市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正につ

いて  

議第２２号 別府市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部改正について 

議第２３号 別府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例の一部改正について  

議第２４号 特別職の常勤職員の給与及び旅費に関する条例等の一部改正につい

て  

議第２５号 別府市職員の給与に関する条例及び別府市一般職の任期付職員の採

用等に関する条例の一部改正について  

議第２６号 別府市手数料条例の一部改正について  

議第２７号 別府市立学校の設置及び管理に関する条例の一部改正について  

議第２８号 別府市立少年自然の家の設置及び管理に関する条例の一部改正につ

いて  

議第２９号 別府市心身障害者福祉手当条例の一部改正について  

議第３０号 別府市国民健康保険税条例の一部改正について  

議第３１号 別府市温泉発電等の地域共生を図る条例の制定について  

議第３２号 別府市竹細工伝統産業会館の設置及び管理に関する条例の一部改正

について  

議第３３号 別府市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例の制定につ

いて  

議第３４号 別府市有温泉施設等の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の一部改正について  

議第３５号 別府市道路占用料徴収条例等の一部改正について  



 

 

議第３６号 別府市建築審査会条例の一部改正について  

議第３７号 別府市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について  

議第３８号 別府市下水道条例の一部改正について  

議第３９号 別府市火災予防条例の一部改正について  

議第４０号 連携協約の協議について  

議第４１号 事務の委託の協議について  

議第４２号 市道路線の認定及び廃止について  

議第４３号 市長専決処分について  
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議第議第議第議第１１１１８８８８号号号号  

            別府市行政不服審査会条例別府市行政不服審査会条例別府市行政不服審査会条例別府市行政不服審査会条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）を全部改正する行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）の施行に伴い、同法第８１条第１項の規定に基

づき地方公共団体に置く機関の組織及び運営に関し必要な事項を定めるため、

条例を制定します。  

２ 議案の内容  

 (1) 条例には、趣旨、名称、組織、委員の委嘱、委員の任期、委員の服務、会

長、部会、議事等を定めます。  

 (2) 名称は、別府市行政不服審査会とします。  

 (3) 別府市行政不服審査会は、委員３人以上６人以内で組織します。  

 (4) 委員は、市長が委嘱します。  

 (5) 委員の任期は、３年とします。  

 (6) 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはなりません。  

 (7) 別府市行政不服審査会に会長を置き、委員の互選で選任します。  

 (8) 別府市行政不服審査会に部会を置くことができます。部会に部会長を置きま

す。部会の議決をもって別府市行政不服審査会の議決とすることができます。 

 (9) 別府市行政不服審査会の会議は、会長が招集し、議長となります。  

 (10) 附則で特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和３１年別府市条例第２５号）の一部を改正し、別府市行政不服審査会委員

の報酬（日額４，９００円）及び費用弁償（旅費）について定めます。 

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部総務課  

 

 

議第議第議第議第１９１９１９１９号号号号  

            別府市個人情報保護条例及別府市個人情報保護条例及別府市個人情報保護条例及別府市個人情報保護条例及びびびび別府市情報公開条例別府市情報公開条例別府市情報公開条例別府市情報公開条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行に伴い、個人情報の開示

決定等に係る審査請求については、同法第９条第１項ただし書の規定により同

法の審理員による審理手続に関する規定を適用しないこととするため、条例を

改正します。  

２ 議案の内容  
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 (1) 審理員による審理手続に関する規定の適用除外を定めます。（個人情報保

護条例第３１条の２、情報公開条例第１３条の２関係）  

 (2) 審査請求があった場合で個人情報保護審議会又は情報公開審査会に諮問

するときは、弁明書の写しを添えることを定めます。（個人情報保護条例第

３２条、情報公開条例第１４条関係）  

 (3) 個人情報保護審議会又は情報公開審査会は、審査請求人等から意見書又は

資料の閲覧又は写しの交付を求められたときは、当該意見書又は資料を提

出した審査請求人等の意見を聴くことを定めます。（個人情報保護条例第４

４条、情報公開条例第２２条関係）  

 (4) 審査請求人等から意見書又は資料の写しの交付を求められたときは、交付

に要する費用の負担があることを定めます。（個人情報保護条例第４９条、

情報法公開条例第３２条関係）  

 (5) 「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立人」を「審査請求人」に、「裁

決又は決定」を「裁決」に改める等の字句の整理をします。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部総務課  

 

 

議第議第議第議第２２２２００００号号号号  

            別府市別府市別府市別府市固定資産評価審査委員会条例固定資産評価審査委員会条例固定資産評価審査委員会条例固定資産評価審査委員会条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行に伴い、規定の整備を行

うため、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 審査申出書の記載事項について、「住所」を「住所又は居所」に改め、「審

査の申出に係る処分の内容」を追加します。（第６条関係）  

 (2) 引用法令を「行政不服審査法」から「行政不服審査法施行令」に改めます。

（第６条関係）  

 (3) 審査申出人の代表者等がその資格を失ったときの届出を定めます。（第６

条関係）  

 (4) 審査申出人から反論書の提出があったときは、市長に送付することを定め

ます。（第８条関係）  

 (5) 決定書に主文等を記載することを定めます。（第１３条関係）  

 (6) その他字句の整理をします。  
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３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部総務課  

 

 

議第議第議第議第２２２２１１１１号号号号  

            別府市人事行政別府市人事行政別府市人事行政別府市人事行政のののの運営等運営等運営等運営等のののの状況状況状況状況のののの公表公表公表公表にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  地方公務員法の一部が改正され、同法第４９条、第４９条の２等の「不服申

立て」が「審査請求」に改められたこと並びに同法５８条の２に規定する人事

行政の運営等の状況の公表の事項に人事評価及び退職管理が追加されたことに

伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 任命権者の市長への報告事項に、職員の人事評価の状況、職員の休業に関

する状況及び職員の退職管理の状況を追加します。（第３条関係）  

 (2) 「不服申立て」を「審査請求」に改めます（第５条関係）  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  

 

 

議第議第議第議第２２２２２２２２号号号号  

            別府市職員別府市職員別府市職員別府市職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間、、、、休暇等休暇等休暇等休暇等にににに関関関関するするするする条例等条例等条例等条例等のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  地方公務員法の一部が改正され、同法第２４条第６項が同条第５項に繰り上

げられたことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 次に掲げる条文中「地方公務員法第２４条第６項」を「地方公務員法第２

４条第５項」に改めます。  

  ア 別府市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１条  

  イ 別府市職員の特殊勤務手当に関する条例第１条第１項  

  ウ 別府市職員等の旅費に関する条例第１条第１項  

  エ 別府市立学校職員の給与等に関する条例第１条  

 (2) 字句の整備（「すべて」を「全て」に改める。）をします。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  
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議第議第議第議第２２２２３３３３号号号号  

            別府市議会別府市議会別府市議会別府市議会のののの議員議員議員議員そのそのそのその他非常勤他非常勤他非常勤他非常勤のののの職員職員職員職員のののの公務災害補償等公務災害補償等公務災害補償等公務災害補償等にににに関関関関するするするする条例条例条例条例  

            のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  地方公務員災害補償法施行令の一部が改正され、傷病補償年金と同一の事由

により障害厚生年金等が併給される場合の調整率が改定されたことに伴い、条

例を改正します。  

２ 議案の内容  

  附則第５条（他の法令による給付との調整）第１項の表右欄及び第２項の表

中「０．８６」を「０．８８」に改めます。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  

 

 

議第議第議第議第２２２２４４４４号号号号  

            特別職特別職特別職特別職のののの常勤職員常勤職員常勤職員常勤職員のののの給与及給与及給与及給与及びびびび旅費旅費旅費旅費にににに関関関関するするするする条条条条例等例等例等例等のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  市長、副市長、議員、教育長及び水道企業管理者に支給する期末手当の額を

改定することに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  期末手当の支給率を次のとおり改定します。  

区分  現行  平成 27 年 12 月分  平成 28 年 4 月以降  

  ６月  147.5/100 －  150/100 

１２月  162.5/100 167.5/100 165/100 

３ 施行期日 公布の日。一部は平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  

 

 

議第議第議第議第２２２２５５５５号号号号  

            別府市職員別府市職員別府市職員別府市職員のののの給与給与給与給与にににに関関関関するするするする条例及条例及条例及条例及びびびび別府市一般職別府市一般職別府市一般職別府市一般職のののの任期付職員任期付職員任期付職員任期付職員のののの採用採用採用採用  

            等等等等にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  
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  次の事由等により条例を改正します。  

 (1) 国家公務員及び大分県職員の給与改定等の事情を考慮して、一般職の給与

改定等を行うこと。  

 (2) 地方公務員法の一部が改正され、同法第２５条第３項に規定する条例に規

定する事項に「等級別基準職務表」が追加されたこと。  

 (3) 一部の職員の職務の級及び号給の切替えを行うこと。  

２ 議案の内容  

 (1) 第１条 別府市職員の給与に関する条例の一部改正  

  ア 勤勉手当（平成２７年１２月支給分）の支給率を 75/100 から 85/100（再

任用職員にあっては 35/100 から 40/100）に改定します。（第１７条関係） 

  イ 給料表を全部改正します。（別表関係）  

 (2) 第２条 別府市職員の給与に関する条例の一部改正  

  ア 「地方公務員法第２４条第６項」を「地方公務員法第２４条第５項」に

改めます。（第１条関係）  

  イ 自転車等を使用する職員の通勤手当の上限を「１０，９００円」から「１

１，２００円」に改定します。（第９条の４関係）  

  ウ 行政不服審査法の全部改正に伴い、その法律番号及び引用条文を改めま

す。（第１６条の３関係）  

  エ 勤勉手当（平成２８年４月以降支給分）の支給率を 80/100（再任用職員

にあっては 37.5/100）に改定します。（第１７条関係）  

  オ 主幹、課長補佐等の職務の級及び号給の切替え及び切替えに伴う経過措

置等を定めます。（附則第２９項から第３３項まで関係）  

  カ 再任用職員に係る給料表の給料月額を改定します。（別表第１関係）  

  キ 等級別基準職務表を定めます。（別表第２関係）  

 (3) 第３条 別府市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正  

  ア 特定任期付職員の給料表を改定します。（第７条関係）  

  イ 特定任期付職員に係る等級別基準職務を定めます。（第７条関係）  

  ウ 特定任期付職員に係る期末手当の支給率を 155/100から 157.5/100に改

定します。（第８条関係）  

３ 施行期日 第１条は平成２８年３月２２日。第２条及び第３条は平成２８年

４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  
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議第議第議第議第２２２２６６６６号号号号  

            別府市手数料条例別府市手数料条例別府市手数料条例別府市手数料条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  次の事由により条例を改正します。  

 (1) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則及び長期使用構造等と

するための措置及び維持保全の方法の基準の一部が改正され、新築の場合

のほか既存住宅の増築又は改築の場合も長期優良住宅建築等計画の認定の

対象とされたことに伴い、当該認定の申請に係る手数料を定めること。  

 (2) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行により建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の認定等を行うことに伴い、当該認定等の申請

に係る手数料を定めること。  

 (3) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行に伴い、同法第３８条

第１項の規定による提出書類等の写しの交付について同条第６項の規定に

より読み替えられて適用される同条第４項及び第５項の規定並びに同法第

７８条第１項の規定による提出資料の写しの交付について同法第８１条第

３項において読み替えられて準用される同法第７８条第４項及び第５項の

規定に基づき、これらの写しの交付に係る手数料及び減免を定めること。  

２ 議案の内容  

 (1) 住宅の増築又は改築の場合の長期優良住宅建築等計画認定申請に係る審

査手数料を定めます。（別表第６の４７の項関係）  

 (2) 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請等に係る審査手数料を定め

ます。（別表第６の６５から６７の項関係）  

 (3) 審査請求に係る提出書類等の写しの交付について、手数料を定めるととも

に、当該手数料を減免できる場合を定めます。（第６条第２項、別表第８関係） 

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部総務課、建設部建築指導課  

 

 

議第議第議第議第２２２２７７７７号号号号  

            別府市立学校別府市立学校別府市立学校別府市立学校のののの設置及設置及設置及設置及びびびび管理管理管理管理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  次の事由により条例を改正します。  

 (1) 幼稚園において、預かり保育（幼稚園の教育課程に係る教育時間以外の時

間における教育活動）を実施すること。  
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 (2) 西幼稚園及び青山幼稚園を統合し、山の手幼稚園を設置すること。  

２ 議案の内容  

 (1) 教育委員会が定める幼稚園において、当該幼稚園の園児を対象に預かり保

育を次の日及び時間に実施します。（改正後の第 8 条関係）  

  ア 教育課程に係る教育が行われる日 教育時間終了後から午後 7 時まで  

  イ アの日、日曜日、休日、8/13－8/15、12/29－1/3 以外の日 午前８時か

ら午後７時まで  

 (2) 次のとおり預かり保育料を定めます。（別表第５関係）  

  ア 前号アの日 １回４００円  

  イ 前号イの日 １回６００円  

  ウ ６，０００円（８月にあっては１０，０００円）を１月の上限額とします。 

 (3) 別表第３について、西幼稚園の項及び青山幼稚園の項を削り、山の手幼稚

園を加えます。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 教育委員会教育総務課、学校教育課  

 

 

議第議第議第議第２２２２８８８８号号号号  

            別府市立少年自然別府市立少年自然別府市立少年自然別府市立少年自然のののの家家家家のののの設置及設置及設置及設置及びびびび管理管理管理管理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  次の事由により条例を改正します。  

 (1) 使用料を定めること。  

 (2) 学校教育法の一部が改正され、学校の範囲に義務教育学校が追加されたこと。 

２ 議案の内容  

 (1) 使用者の範囲で、小、中学校等の定義に「義務教育学校」を加えます。「指

導者」を「指導者及び引率者」に改めます。（第５条第１号関係）  

 (2) 使用者の範囲で、「小、中学校等の児童、生徒で構成する団体及びその指

導者」を「義務教育終了前の者で構成する団体並びにその指導者及び引率

者」に改めます。（第５条第２号関係）  

 (3) 使用料を使用開始前までに納付することを定めます。なお、市内に住所を

有する義務教育終了前の者は、無料とします。（第８条関係）  

 (4) 市内の小、中学校等が学校行事に使用するとき等は、使用料を減免できる

ことを定めます。（第９条関係）  

 (5) 特別の理由があるときを除き、既納使用料は還付しません。（第１０条関係） 
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 (6) 目的外使用等の禁止を定めます。（第１１条関係）  

 (7) 使用料の額を定めます。（別表関係）  

区分  宿泊する場合  宿泊しない場合  

学校行事で使用する小、中学校等  

義務教育終了前の者で構成する団体  

１人 100 円  １人 50 円 

使用が適当と認められるもの  １人 500 円  １人 200 円  

  ※ 市外の者については、上記の表に定める額の２倍とします。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 教育委員会生涯学習課  

 

 

議第議第議第議第２９２９２９２９号号号号  

            別府市心身障害者福祉手当条例別府市心身障害者福祉手当条例別府市心身障害者福祉手当条例別府市心身障害者福祉手当条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  児童の定義を見直すことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  第２条第４号を次のように改めます。  

改正前  

(4) 児童 満１８歳未満の者をいう。（満１８歳以上の者で学校教育
法（昭和２２年法律第２６号）第１８条の規定による就学猶予又は
免除を受けた期間の者及び特別支援学校に引き続き在学するもの
も児童とみなす。）  

改正後  
(4) 児童 １８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある

者をいう。 

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 福祉保健部障害福祉課  

 

 

議第議第議第議第３３３３００００号号号号  

            別府市国民健康保険税条例別府市国民健康保険税条例別府市国民健康保険税条例別府市国民健康保険税条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  国民健康保険税の基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額及び介護納付金課

税額の限度額を改定することに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  国民健康保険税の基礎課税額の上限を「５１万円」から「５２万円」に、後期

高齢者支援金等課税額の上限を「１６万円｣から｢１７万円」に、介護納付金課税
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額の上限を「１４万円」から「１６万円」に改めます。（第３条、第２５条関係） 

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 総務部保険年金課  

 

 

議第議第議第議第３１３１３１３１号号号号  

            別府市温泉発電等別府市温泉発電等別府市温泉発電等別府市温泉発電等のののの地域共生地域共生地域共生地域共生をををを図図図図るるるる条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  本市区域での温泉発電等の導入に関して、市民との共生、自然環境や生活環

境との調和及び温泉資源の持続可能な利活用を図るため、条例を制定します。  

２ 議案の内容  

 (1) 目的、定義、市の責務、導入事業者の責務、事前協議、事前協議の申出、

市が所管する手続の実施、近隣関係者及び近隣温泉関係者への説明等、水

利関係者への説明等、近隣区域の自然環境及び生活環境に及ぼす影響の調

査等、事前協議の完了、モニタリング、着工及び完了の届出、導入事業者

の変更等の届出、温泉発電等設備の変更等の届出、事故時の措置等、温泉

発電等設備の廃止、市の同意、立入調査、改善勧告、改善勧告を受けた導

入事業者に対する措置、情報の収集及び公開等について定めます。  

 (2) 温泉発電等の導入をしようとする導入事業者は、市長と事前協議をしなけ

ればなりません。  

 (3) 事前協議の申出をした導入事業者は、市長の通知に従い、市が所管する関

係法令の手続、近隣関係者及び近隣温泉関係者への説明、水利関係者への

説明（要承諾）、近隣区域の自然環境等に及ぼす影響の調査並びに騒音防止

に関する計画の作成をしなければなりません。  

 (4) 前号に規定する手続が完了したときは市長に報告し、市長は審査の上事前

協議の完了を承認します。  

 (5) 市長は、前号の承認の際に、源泉を新たに掘削する場合等は、源泉につい

てのモニタリングを導入事業者に要請します。  

 (6) 導入事業者は、第４号の事前協議の完了の承認後（前号のモニタリングの

要請があったときは、工事着工前のモニタリング後）に必要な工事に着工

します。  

 (7) 必要な工事に着工又は工事が完了したときは、市長に届け出なければなり

ません。温泉発電等設備を廃止するときも同様です。  

 (8) 導入事業者に変更があるときや温泉発電等設備の変更をしようとすると
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きは、市長に届け出なければなりません。  

 (9) 温泉発電等設備の変更の届出は、事前協議の申出とみなし、その内容に応

じ導入事業者は、第３号に規定する手続をしなければなりません。  

 (10) 導入事業者は、事故時等は、直ちに必要な措置を講じ、市長に報告しな

ければなりません。また、再発防止のための措置に関する計画を作成し、

市長に提出しなければなりません。  

 (11) 温泉発電等の導入において、補助金申請や関係法令の手続のために市の

同意が必要なときは、市長に申請しなければなりません。  

 (12) 市長は、条例の施行に必要な限度で、職員に立入調査をさせることがで

きます。  

 (13) 市長は、導入事業者が条例に違反したとき等は、勧告することができま

す。勧告に従わない場合は、その事実を公表し、第４号の事前協議の完了

の承認や第１１号の市の同意をしません。  

３ 施行期日 平成２８年５月１日  

４ 担当課 生活環境部環境課  

 

 

議第議第議第議第３２３２３２３２号号号号  

            別府市別府市別府市別府市竹細工伝統産業会館竹細工伝統産業会館竹細工伝統産業会館竹細工伝統産業会館のののの設置及設置及設置及設置及びびびび管理管理管理管理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正  

            についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  別府市竹細工伝統産業会館を竹産業等のイノベーション（革新）を行うため

の拠点とするため、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  竹細工伝統産業会館が行う事業を定める第３条に次の１号を加えます。  

 (5) 竹産業及びものづくりのイノベーション（革新）に必要な業務  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 ＯＮＳＥＮツーリズム部商工課  

 

 

議第議第議第議第３３３３３３３３号号号号  

            別府市消費生活別府市消費生活別府市消費生活別府市消費生活センターのセンターのセンターのセンターの組織及組織及組織及組織及びびびび運営等運営等運営等運営等にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  消費者安全法の一部が改正され、同法第１０条の２に消費生活センターの組
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織及び運営並びに情報の安全管理に関する事項は条例で定めることが規定され

たことに伴い、条例を制定します。  

２ 議案の内容  

  趣旨、名称及び住所等の公示、職員、試験に合格した消費生活相談員の配置、

消費生活相談員の人材の確保、消費生活相談等の事務に従事する職員に対する

研修、消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理について定

めます。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 ＯＮＳＥＮツーリズム部商工課  

 

 

議第議第議第議第３４３４３４３４号号号号  

            別府市有温泉施設等別府市有温泉施設等別府市有温泉施設等別府市有温泉施設等のののの設置及設置及設置及設置及びびびび管理管理管理管理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例  

            のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  亀陽泉の位置の表示を改めること等に伴い、別府市有温泉施設等の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例（平成２７年別府市条例第４６号）を

改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 別表第１の改正規定を改め、亀陽泉の位置を「別府市亀川中央町１０番２

６号」にします。  

 (2) 別表第３の改正規定を改め、亀陽泉に係る入浴回数券は「１０回券 ９７

０円」を、市民入浴券は「３０回券 １，９４４円」を定めます。  

３ 施行期日 公布の日  

４ 担当課 ＯＮＳＥＮツーリズム部温泉課  

 

 

議第議第議第議第３５３５３５３５号号号号  

            別府市道路占用料徴収条例等別府市道路占用料徴収条例等別府市道路占用料徴収条例等別府市道路占用料徴収条例等のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨 

  大分県道路占用料徴収条例（昭和５１年大分県条例第３８号）に定める道路

占用料が改定されたことによる道路占用料等の見直しに伴い、条例を改正しま

す。  

２ 議案の内容  
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 (1) 次の条例に定める占用料又は使用料を改定します。  

  ア 別府市道路占用料徴収条例  

  イ 別府市使用料の徴収に関する条例  

  ウ 別府市有温泉施設等の設置及び管理に関する条例  

  エ 別府市普通河川取締条例  

  オ 別府市都市公園の設置及び管理に関する条例  

  カ 別府国際観光港多目的広場の設置及び管理に関する条例  

  キ 別府市餅ケ浜桟橋の設置及び管理に関する条例  

  ク 別府市営湯都ピア浜脇の設置及び管理に関する条例  

 (2) 主な改定内容  

物件  現行  改定案  

第１種電柱 １本につき１年  ６９０円  ７６０円  

共架電線類 １ｍにつき１年  ６円  ７円  

郵便差出箱 １個につき１年  ５２０円  ５７０円  

広告塔 表示面積１㎡につき１年  １，６００円  ３，４００円  

ガス管等 外径０．０７未満１ｍにつき１年  ２６円  ２８円  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 建設部道路河川課、公園緑地課、都市整備課  

      総務部財産活用課  

      ＯＮＳＥＮツーリズム部温泉課  

 

 

第第第第３６３６３６３６号号号号  

            別府市建築審査会条例別府市建築審査会条例別府市建築審査会条例別府市建築審査会条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  建築基準法の一部が改正され、同法第８３条に建築審査会の委員の任期は条

例で定めるとされたこと及び同法第９４条第１項が改められ、後段が設けられ

たことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 建築審査会の委員の任期を次のとおり定めます。（改正後の第３条関係）  

  ア 任期は、２年。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間  

  イ 委員は、再任されることができる。  

  ウ 委員は、任期満了した場合、後任委員が任命されるまでその職務を行う。 

 (2) 「建築基準法第９４条第１項の規定による審査請求を受理したとき」を「建
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築基準法第９４条第１項前段の規定による審査請求がされたとき」に改めま

す。（現行の第３条（改正後は第４条）関係） 

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 建設部建築指導課  

 

 

議第議第議第議第３７３７３７３７号号号号  

            別府市営住宅別府市営住宅別府市営住宅別府市営住宅のののの設置及設置及設置及設置及びびびび管理管理管理管理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  老朽化により解体する市営朝日原住宅Ｅを廃止することに伴い、条例を改正

します。  

２ 議案の内容  

  別表市営朝日原住宅Ｅの項を削ります。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 建設部建築住宅課  

 

 

議第議第議第議第３８３８３８３８号号号号  

            別府市下水道条例別府市下水道条例別府市下水道条例別府市下水道条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  次の事由等により条例を改正します。  

 (1) 下水道法施行令の一部が改正され、第９条の４に定める特定事業場からの

下水の排除の制限に係る水質の基準のうちトリクロロエチレンの数値が改

められたこと。  

 (2) 汚水を排除すべき排水管の内径及び勾
こう

配の基準を改めること。  

 (3) 指定工事店指定申請手数料を改定すること。  

２ 議案の内容  

 (1) 排水管の内径及び勾配を次のように改めます。（第３条第３号の表関係）  

排水人口（単位人）  内径（単位 mm）  勾配  

１５０未満  １００以上  １００分の２以上  

１５０以上３００未満  １２５以上  １００分の１．７以上  

３００以上５００未満  １５０以上  １００分の１．５以上  

５００以上  ２００以上  １００分の１．２以上  
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 (2) 排水設備等の工事完了の市長への報告を「５日以内」から「１０日以内」

に改めます。（第６条関係）  

 (3) 指定工事店指定申請手数料を「１，５００円」から「１０，０００円」に

改め、「指定工事店更新申請手数料５，０００円」を定めます。（第７条の

２関係）  

 (4) 公共下水道を使用する者に係るトリクロロエチレンの基準を「１リットル

につき０．３ミリグラム以下」から「１リットルにつき０．１ミリグラム

以下」に改めます。（第９条の３関係）  

３ 施行期日 平成２８年４月１日。ただし、指定工事店指定申請手数料の改定

部分は、平成２８年６月１日  

４ 担当課 建設部下水道課  

 

 

議第議第議第議第３９３９３９３９号号号号  

            別府市火災予防条例別府市火災予防条例別府市火災予防条例別府市火災予防条例のののの一部改正一部改正一部改正一部改正についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関す

る条例の制定に関する基準を定める省令の一部改正により、別表第１及び別表

第２の全部が改められ、グリドル（直火によって加熱したプレートによって、

主として伝導熱で調理する機器）付こんろに係る離隔距離及び最大入力値が５．

８ｋｗ、１口当たりの最大入力値が３．３ｋｗである電磁誘導過熱式調理器及

びその複合品に係る離隔距離が定められたことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  別表第３の全部を改めます。  

３ 施行期日 平成２８年４月１日  

４ 担当課 消防本部予防課  

 

 

議第議第議第議第４４４４００００号号号号  

            連携協約連携協約連携協約連携協約のののの協議協議協議協議についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  地方自治法第２５２条の２第１項の規定に基づき、協議により、別府市及び

大分市が連携して事務を処理するに当たっての基本的な方針及び役割分担を定

める協約（「連携協約」といいます。）を大分市と締結することについて、同条
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第３項の規定により議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

  連携中枢都市圏構想推進要綱（平成２６年８月２５日付け総行市第２００号

総務省自治行政局長通知）に基づく連携中枢都市圏である大分都市広域圏を形

成するため、大分市及び別府市における連携中枢都市圏形成に係る連携協約を

締結します。  

３ 担当課 企画部政策推進課  

 

 

議第議第議第議第４１４１４１４１号号号号  

            事務事務事務事務のののの委託委託委託委託のののの協議協議協議協議についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  地方自治法第２５２条の１４第１項の規定に基づき、事務を委託することに

ついて、同条第３項において準用する同法第２５２条の２第３項の規定により

議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

  住民票の写しその他証明書等の交付等に係る事務を日田市と相互に委託しま

す。  

３ 担当課 生活環境部市民課  

 

 

議第議第議第議第４２４２４２４２号号号号  

            市道路線市道路線市道路線市道路線のののの認定認定認定認定及及及及びびびび廃止廃止廃止廃止についてについてについてについて  

１ 趣旨  

  道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定に基づき、市道路線を認定及

び廃止することについて、議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

  認定路線 堤尻２号線ほか９路線  

  廃止路線 石垣北６８号線  

３ 担当課 建設部道路河川課  

 

 

議第議第議第議第４３４３４３４３号号号号  

            市長専決処分市長専決処分市長専決処分市長専決処分についてについてについてについて  
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１ 趣旨  

  地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、市長において専決処分したの

で、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 平成２７年別府市条例第６２号  

        別府市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例  

 (2) 処分年月日 平成２７年１２月２８日  

 (3) 改正内容  

   市民税及び特別土地保有税の減免申請書に個人番号を記載しないことにす

るため、記載することを定めた別府市税条例の一部を改正する条例（平成２

７年別府市条例第３６号）を改正し、第５１条第３項各号及び第１３９条の

３第２項第１号の改正規定から個人番号の記載を定める部分を削ります。  

３ 担当課 総務部課税課  


